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1. はじめに

近年，通勤混雑の緩和策として，交通需要管理施

策が着目されている．しかし，代表例であるフレッ

クスタイム制度の現状を見た場合，十分浸透してい

るとは言い難い．これは，企業にとっては，制度の導

入は労働時間帯にずれを生じさせ，業務活動の効率

低下を招くおそれがあるため，導入に積極的でない

ことに起因している．これまでの研究では，このよ

うな始業時刻変更による業務活動の効率低下の影響

が考慮されていなかった．

本研究では，大都市圏の通勤鉄道を念頭に置き，

通勤者や企業といった主体の行動を定式化し，フレ

ックスタイムの導入による，これらの行動パターン

を分析できる理論的なモデルを構築する．さらに，

このモデルを用いてフレックスタイム制度の経済効

果を分析する．ここで構築されるモデルは，すべて

の通勤者が最終的に獲得する効用が等しくなるとい

う均衡制約条件下で，社会全体の効用を最適にする

通勤・始業時刻分布を決定する問題であり，連続状

態変数を持つMPECモデルである．

2. 鉄道通勤サービス市場と一般企業の生産活動

(1) 通勤者の出勤・帰宅不効用の定式化

出勤 (帰宅)時において，時刻 tg (tr ) に都心に到着

(出社)する (都心を離れる (退社する))通勤者の出勤

(帰宅) 不効用 U(tg) (V(tr )) を列車の混雑度と自宅を

早く出発 (遅く帰宅)することによるスケジュールコ

ストの和により定義する．
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U(tg) = −
(
s(tg)

)η − c
{
Tg −

(
tg − ω

)}
(1)

V(tr ) = − (r(tr ))
η − e{(tr + ω) − Tr } (2)

ここで，s(tg)(r(tr )) は時刻 tg(tr ) に都心に到着 (出発)

列車の混雑度を表し，s(tg) = 1 (r(tr ) = 1)のとき，定

員輸送を意味する．η は混雑度に関する弾力値，ω

は通勤所要時間，c (e) (円/分)は自宅出発時刻が早い

(帰宅時刻が遅い)ことに関するスケジュールコスト

の時間価値を示す．出勤 (帰宅)時のスケジュールコ

ストは，任意の基準時刻 Tg (Tr )を基準に計測する．

(2) 鉄道企業の輸送力供給と運賃の定式化

時点 tg (tr ) に都心に到着 (出発)する通勤者に対し

て供給される輸送力を u(tg) (v(tr )) (人/分)と表す．時

刻 tg (tr )以前に都心に到着 (出発)する累積通勤者数

の割合を m(tg) (l(tr ))とすると，次式が成立する．

ṁ(tg)N = s(tg)u(tg) (3)

l̇(tr )N = r(tr )v(tr ) (4)

ただし，Nは総通勤者数である．

出勤 (帰宅)時間帯の運行費用 TRCg (TRCr )は，輸

送力 u(tg) (v(tr ))の関数で表される費用を出勤 (帰宅)

時間帯について積み上げ，次式により定義する．

TRCg =

∫ T2

T0

ζ
(
u(tg)

)ι
dtg (5)

TRCr =

∫ T3+H

T1+H
ζ (v(tr ))

ι dtr (6)

ここで，ι, ζ は費用関数の弾力値，比例係数である．

また，T0,T2 はそれぞれ，都心へ最も早く到着する

通勤者の到着時刻，最も遅く到着する通勤者の到着

時刻を，T1 + H,T3 + Hはそれぞれ，都心を最も早く

離れる通勤者の退社時刻，最も遅く離れる通勤者の

退社時刻を表す．

運賃は総括原価方式に従い，時間帯にかかわらず

一定の運賃を設定していると仮定する．そのため，



各通勤者の往復の運賃 RCは次式で表される．

RC = TRCg/N + TRCr/N (7)

(3) 一般企業の生産活動の定式化

本研究では，Henderson1)に倣い，各時点における

都市内で労働している従業者数を取り入れた瞬間的

な生産関数を定義し，時間的に変動する集積の効果

を考慮する．1従業者あたりの 1日の生産額が，こ

の従業者の 1日の賃金に等しいとすると，時刻 twに

始業する従業者の 1日の賃金 Y(tw)は，1従業者あた

りの瞬間的な生産関数 A (ρ(τ)N)α を用いて次式のよ

うに定義できる．

Y(tw) =

∫ tw+H

tw

A (ρ(τ)N)α dτ (8)

ここで，H (分)は労働時間で始業時刻に関係なく一

定とする．Aは各一般企業の技術水準を表すパラメ

ータ，αは時間的集積の経済性の大きさを表すパラ

メータであり，それぞれ 1つの都市内では一定値を

とるとする．ρ(τ)は時点 τに都心全体で業務を行っ

ている従業者数の比率を表す．

(4) 通勤者の効用

通勤者 i が最終的に獲得する 1日の効用 W(i) は，

以下のように表すことができる．

W(i) = Y(n−1(i)) + U(m−1(i)) + V(l−1(i)) − RC (9)

ここで，n−1(i), m−1(i), l−1(i)はそれぞれ，tw = n−1(i),

tg = m−1(i), tr = l−1(i)であり，n(tw), m(tg), l(tr )の逆関

数である．なお，n(tw) は時刻 tw 以前に始業してい

る累積始業者数を表す．

各通勤者は，その通勤者にとって有利な状況，す

なわち，式 (9)に示した効用W(i)の値が大きくなる

ように自宅出発 (出社)時刻，始業 (終業)時刻，退社

(帰宅)時刻を設定する．そのため，均衡状態におい

ては各通勤者の効用は等しくなる．

(5) 社会的厚生水準の定式化

政府の目的はすべての一般企業の総生産額と通勤

者の鉄道通勤による不効用，鉄道企業の輸送費用か

らなる社会的厚生水準を最大にすることにある．社

会的厚生水準 S Wは次式により定義できる．

S W=

∫ T3+H

T0

[
ṅ(t)N · Y(t) + ṁ(t)N · U(t) − ζu(t)ι

+l̇(t)N · V(t) − ζv(t)ι
]
dt (10)

3. フレックスタイム制度下の通勤・始業時刻分布

(1) 利用者均衡通勤・始業時刻分布モデルの定式化

政府は，等効用条件 (11b)を満たすもののうち，社

会的厚生水準 (11a)が最大になるような鉄道の運行

スケジュールを計算し，それに従って鉄道企業は輸

送力の供給を行う．このような運行スケジュールを

求める問題は，等効用条件 (11b)を均衡制約条件に

持ち，u(t), v(t), k(t) を制御変数として社会的厚生水

準 (11a)を最大化する MPEC型の最適制御問題とし

て，以下のように定式化できる．

max
u(t),v(t),k(t)

S W=

∫ T3

T0

[
ṅ(t)N · Y(t) + ṁ(t)N · U(t) − ζu(t)ι

+l̇(t)N · V(t) − ζv(t)ι
]
dt (11a)

subject to W(i) = const. (11b)

ṁ(t) = s(t)u(t)/N (11c)

l̇(t) = r(t)v(t)/N (11d)

ṅ(t) ≡ k(t)/N (11e)

Ẏ(t) =



ANα {(1− n(t))α − n(t)α}
if (T1 ≤ t ≤ T2) ∩ (ṅ(t) , 0)

0 if (t < T1,T2 < t) ∪ (ṅ(t) = 0)

(11f)

h1(x(t)) ≡ −l(t) ≤ 0 (11g)

h2(x(t)) ≡ l(t) − n(t) ≤ 0 (11h)

h3(x(t)) ≡ n(t) −m(t) ≤ 0 (11i)

h4(x(t)) ≡ m(t) − 1 ≤ 0 (11j)

ただし，x(t) (= {m(t), l(t),n(t),Y(t), s(t), r(t)})は状態変
数を表す．(11b)-(11f)は状態変数 x(t) の状態拘束を

表す．(11g)-(11j)は状態変数 x(t) の物理的な可能条

件を表す状態制約条件である．等効用条件 (11b)は，

式 (11g)-(11j)が 0か否かの組み合わせごとに，微分

方程式形で書き換えられる．

この問題は，状態制約条件を持つ最適制御理論 2)

を適用することによって，求解が可能である．



図 − 1 最適軌道のパターン

(2) モデルの求解

最適制御理論の最適性条件・跳躍条件より問題 (11)

の求解を行うと，状態制約条件 (11g)-(11j)が 0か否

かの組み合わせにより，通勤・始業時刻分布は以下

の 3つのパターンに分類できる (図 − 1)．

a) 全員が一斉始業・終業

b) 一斉始業・終業とフレックス始業・終業が混在

c) 全員がフレックス始業・終業

(3) システム最適通勤・始業時刻分布

前項までの利用者均衡問題は，通勤者の自由な行

動を許しているため混雑の外部性が作用し，求めら
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図 − 2 時間的集積の経済性の違いによる効用の変化

れた通勤・始業時刻分布パターンが社会的に最適で

はない可能性がある．そこで，時刻別運賃 (混雑料

金) 制度を導入することにより，通勤者の通勤行動

を制御する問題を考える．このモデルの定式化，解

は省略するが，最適軌道 x = xoは，先のモデルと同

様な 3つのパターンに分類される 3)．

4. フレックスタイム制度の経済評価

前節のモデルで求めたそれぞれの通勤・始業時刻

分布パターンは，最適軌道の必要条件である．その

ため，3つのパターンのうち，どれが最適なパター

ンになるかは数値計算により求めなければならない．

経済評価の数値計算に用いる各係数の値を過去の

実証研究 4)などにより，η = 4.5，ι = 3.1，ζ = 0.0008(円

/分)，c = e = 10(円/分)，N = 40,000(人)，H = 450(分)，

A : 全通勤者が一斉始業・終業のときの 1通勤者あた

りの 1日の賃金が 20,000(円)になるように設定する．

(1) 時間的集積の効果の違いによる経済評価

時間的集積の経済性 αは，都市の産業構造により

異なる．そこで，αの値を変化させて，通勤・始業時

刻分布パターンごとの 1通勤者あたりの平均効用を

数値計算により求めた (図 −2)．ただし，基本ケース

として，フレックスタイムが認められておらず，全

員が一斉始業・終業するケースも求めている．

利用者均衡 (UE)/フレックスタイム制度下 (ケース

iii) では，α が小さいほど効用が増加する．そのた

め，αが小さい都市ほどフレックスタイム制度の効

果が大きいことが分かる．また，αが小さくなると

完全フレックス始業・終業パターンが最適となって，



図 − 3 効用の比較 (α = 0.2)

UE下 (ケース iii) とシステム最適 (SO)下 (ケース iv)

とで効用の差はほとんど無くなる．これは，政府が

時刻別運賃の政策を打っても，効果が上がらないこ

とを意味する．

また，α が大きいと，フレックスタイム制度を導

入 (ケース iii) しても効用はあまり改善できない．こ

のようなケースでは，時刻別運賃を導入 (ケース ii)

することにより効用の改善が可能である．

(2) 効用の各成分の経済評価

効用は，賃金から往復のスケジュールコスト，混

雑の不効用，運賃を差し引いたものである．α = 0.2

に設定した上で，制度の導入による効用の変化を各

成分ごとに分別して表示したものが，図 −3である．

この数値計算例では，一斉始業の下で時刻別運賃

を導入 (ケース ii) してシステム最適にすれば混雑が

大幅に軽減される．しかし，スケジュールコストが

かえって増加するため効用はさほど改善されない．

一方，フレックスタイムを導入 (ケース iii) した場合，

賃金は 160円の減少でほとんど減らないが，待ち時

間が存在しなくなるためスケジュールコストが 0に

なり，効用は大きく増加する．このとき，混雑はケー

ス (ii) ほど改善されないことが分かる．さらに，時

刻別運賃を導入 (ケース iv)してシステム最適にする

と，混雑はさらに悪化する．ただし鉄道輸送費用が

節約されるため，運賃の節約分が混雑悪化の不効用

を若干上回り，効用は改善される．この例からもわ

かるように，混雑を最も軽減できるケースが社会的

厚生水準 (効用)を最大にするとは限らない．

以上のように，フレックスタイム制度は効用の増

加をもたらすことが期待できるが，その効果の大き

さは都市の産業構造により異なり，時間的集積の経

済性が強い場合には小さな効果しか期待できないこ

とに注意が必要である．また，混雑の緩和が必ずし

も全体的な最適と一致しないことから，制度の導入

が他の各項目にどのような影響を及ぼすかの吟味が

必要であることが確かめられた．

5. おわりに

本研究では，大都市鉄道通勤に対するフレックス

タイム制度の理論的な分析を行うために，通勤者の

効用が等しいという均衡条件下で，社会的厚生水準

を最大化する時刻別の通勤列車の輸送力，通勤・始

業時刻分布パターンを決定するという，MPEC型の

「利用者均衡通勤・始業時刻分布決定モデル」の構築

を行い，経済評価を行った．

本研究を通して，時間軸に沿って差別化された市

場が連続しているような問題に対して，最適制御型

のMPECモデルが適用できることを示した．ただし，

本研究のような状態変数のみの不等式制約条件を持

つモデルでは，最適制御問題の一般的な解法である

ポントリャーギンの最大値原理を直接適用できない．

そのため，軌道の不連続性を扱う跳躍条件を考慮し

なければならず，解を求めることが困難になりやす

い．さらに，得られる解は十分条件を満たさないこ

とから具体的な解を求めるためには数値計算に頼ら

ざるを得ない．また多次元の連立微分方程式を数値

的に解く必要があり，このような制約を回避するた

めに，本質を失わない範囲でできる限り単純化する

ことが必要であろう．
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